
所属名 環境下水道部環境対策課

番号 決算事業費（千円）
今後の事務事業の方向

性

1 187 継続

2 1,397 継続

3 2,428 継続

4 5,495 継続

5 2,889 継続
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事務事業評価（令和４年度決算）　事業一覧

事業名

環境保全啓発事業

環境美化推進事業

環境保全対策事業

飼犬登録及び狂犬病予防事業

防疫対策事業



今後の
事務事業の

方向性
(行革担当)

継続
公民連携を活用した新たな啓発の取組が進められ、啓発活動の実施件数は目標を達成している。
引き続き、様々な手法による啓発活動に取り組む。

事業費
（単位：千円）

令和４年度
予算 決算

199                  187                

消耗品費 162

使用料及び賃借料 使用料 15

負担金、補助及び交付金 負担金 10

事業費の内訳
令和４年度　決算

需用費

概
　
要

目
　
　
的

エビデンスに基づく必要性
（背景や現状、課題からの必要性）

　総合基本計画に掲げる施策の「環境配慮行動の促進」の実現のためには、市民・事業者に対して環境への関心を
高める普及啓発により、実践行動への理解を促進し、環境への配慮を織り込んだ行動を実践することを促していくこ
とが重要である。

目　  標
（事務事業の目指す方向性）

　広報誌、ＳＮＳ等で環境関連データや環境配慮行動の実践に役立つ情報を分かりやすく効果的に発信する。またイ
ベントや出前講座などを通して、市民及び事業者に環境の大切さや尊さを理解してもらい、環境に配慮した行動の実
践を促す。

実　施　内　容

・市民まつりでの啓発(地球温暖化防止対策・食品ロス削減・ＳＤＧＳをテーマ）
・広報誌・FMハナコでの啓発
・「もりぐちの環境」の発行
・公民連携による「花王国際こども絵画展」の開催
・公共施設での省エネ診断の実施
・環境啓発パネルの展示
・路上喫煙禁止区域でのパトロールの実施
・需用費　　消耗品費　　   　　　　　   ［啓発物品に係る消耗品費　162千円］
・使用料及び賃借料　使用料        　［市民まつり出店料　　15千円］
・負担金、補助及び交付金　負担金　［市民まりつ参加費　10千円］

期 間 継続的事業

事務事業名 環境保全啓発事業

第６次総合基本計画における位置づけ 施策25_環境 主な取組 ２．環境配慮行動の促進

令和４年度決算　事務事業評価書

所属 環境下水道部環境対策課

会計 一般会計



今後の
事務事業の

方向性
(行革担当)

継続
市民、事業者各自の自発的な美化意識等の向上に向け、引き続き環境美化推進に向けた取組を行うとともに、美
化活動団体の高齢化や、新規参加者の減少解消に向け、美化活動の周知と啓発を促進する。
また、路上喫煙防止等に向けた市としての美化啓発活動を積極的に行う。

事業費
（単位：千円）

令和４年度
予算 決算

1,442                1,397              

消耗品費 275

委託料 委託料 1,122

事業費の内訳
令和４年度　決算

需用費

概
　
要

目
　
　
的

エビデンスに基づく必要性
（背景や現状、課題からの必要性）

　平成13年10月1日に施行した「守口市まちの美化推進に関する条例」において、快適で美しいまちづくりを推進する
ため、市は、まちの美化推進に関する施策を策定し、必要な助言、啓発及び支援をしなければならないことが規定さ
れている。
また、平成29年４月１日に施行した「守口市路上喫煙の防止に関する条例」において、市民等の安全で快適な生活
環境の確保に資するため、市は、路上喫煙の防止に関する施策を実施することが規定されている。
市、市民、事業者が一体となって、ポイ捨て等の防止、屋外広告物の掲出又は表示の適正化等を図ることにより、快
適で美しいまちづくりを推進する。

目　  標
（事務事業の目指す方向性）

　市民、事業者へ啓発を行うことでポイ捨てや屋外広告物の適正化を図るとともに、市民、事業者が自ら行う美化活
動を推進する。

実　施　内　容

・ポイ捨てや路上喫煙防止のための啓発（啓発プレート、広報誌、FMハナコ、ホームページなど）。
・美化活動団体等への支援として、ごみ袋や軍手などの清掃用具を貸与する。
・美化活動団体等が回収したごみを収集する。
・まちの美観を損ねる違法屋外広告物を除却する。
・需用費　　消耗品費　　［美化推進に係る消耗品費  275千円］
・委託料　　委託料　　［美化活動ごみ収集に係る委託料　1,122千円］

期 間 継続的事業

事務事業名 環境美化推進事業

第６次総合基本計画における位置づけ 施策25_環境 主な取組 ３．生活環境の保全

令和４年度決算　事務事業評価書

所属 環境下水道部環境対策課

会計 一般会計



今後の
事務事業の

方向性
(行革担当)

継続
今後とも各種公害苦情に伴う指導を行うとともに、環境基準を満たしていない項目や地域については、大阪府などと
連携し、発生源への排出規制など必要な措置を講じる。

事業費
（単位：千円）

令和４年度
予算 決算

3,170                2,428              

委託料 委託料 2,302

消耗品費 26

需用費 修繕料 10

役務費 手数料 90

事業費の内訳
令和４年度　決算

需用費

概
　
要

目
　
　
的

エビデンスに基づく必要性
（背景や現状、課題からの必要性）

　大気汚染防止法や水質汚濁防止法等の環境関連法令及び守口市民の環境をまもる基本条例において、環境基
準の達成・維持を図るため、一般環境の状況を把握するとともに、発生源への排出規制を行うことが求められてい
る。
また公害苦情の申し立て数については、年度ごとの増減はあるが継続して発生している。

目　  標
（事務事業の目指す方向性）

　規制業務の継続的な実施による環境基準の達成率上昇またその維持及び公害苦情に伴う指導業務による公害苦
情件数の減少を図り、市民がより安心して暮らせる環境づくりを目指す。

実　施　内　容

市域の大気汚染、水質汚濁、騒音・振動に係る汚染物質等の環境調査により、状況を把握するとともに、工場・事業
場等の発生源への指導を行う。また、各種公害苦情に伴う指導を行う。
・需用費　　消耗品費　　［環境調査に係る消耗品　26千円］
・需用費　　修繕料　　［公害測定機器に係る修繕料　10千円］
・役務費　　手数料　　［普通騒音計に係る検定料　90千円］
・委託料　　委託料　　［環境調査に係る委託料　2,302千円］

期 間 継続的事業

事務事業名 環境保全対策事業

第６次総合基本計画における位置づけ 施策25_環境 主な取組 ３．生活環境の保全

令和４年度決算　事務事業評価書

所属 環境下水道部環境対策課

会計 一般会計



今後の
事務事業の

方向性
(行革担当)

継続
狂犬病予防注射については、引き続き効果的な啓発方法及び接種実施方法を検討し、接種率の向上に努める。
特に接種実施方法については、関係機関と連携し、検討を深める。

事業費
（単位：千円）

令和４年度
予算 決算

5,612                5,495              

委託料 委託料 3,522

使用料及び賃借料 使用料 1,446

消耗品費 147

需用費 印刷製本費 79

役務費 通信運搬費 301

事業費の内訳
令和４年度　決算

需用費

概
　
要

目
　
　
的

エビデンスに基づく必要性
（背景や現状、課題からの必要性）

　狂犬病予防法の目的として、「狂犬病の発生を予防し、そのまん延を防止し、及びこれを撲滅することにより公衆衛
生の向上及び公共の福祉の増進を図る」と規定されており、犬の所有者に対し、飼い犬の登録や狂犬病予防注射の
接種が義務づけられており、その推進業務については、犬が所在する市町村長が管轄することとしている。また抑留
犬の公示が市町村長に義務づけられている。

目　  標
（事務事業の目指す方向性）

　犬の所有者に対して、飼い犬の登録及び狂犬病予防注射の接種を促進し、漏れのない登録数の把握や接種率の
向上を図る。
　また市と関係機関が情報を共有することで、啓発活動や緊急時における連携を促進する。

実　施　内　容

・登録に係る情報の管理業務（犬の登録に伴う鑑札の交付）（狂犬病予防注射済票の交付）
・地域拠点による狂犬病予防集合注射の実施（令和４年度は中止）
・転入、転出に係る登録情報の連絡業務
・関係機関（大阪府獣医師会・動物愛護管理センターなど）との連携（委託・活動・啓発・周知・連絡など）
・抑留犬に関する連絡事務
・令和５年度より開始する、犬のマイクロチップ情報の求めに対するシステムの改修及び手数料条例の改正を実施
・需用費　　消耗品費　   　［鑑札及び注射済票等の購入　147千円］
・需用費　　印刷製本費　　［帳票に係る印刷製本費　79千円］
・役務費　　通信運搬費　　［狂犬病予防注射案内に係る郵便料　301千円］
・委託料　　委託料　      　［飼い犬登録システム及び登録事務等委託に係る委託料　821千円］
                                  ［狂犬病予防注射案内書封入一式業務委託に係る委託料 61千円］
                        　　      ［犬の登録管理システム改修業務委託に係る委託料2,640千円］
・使用料及び賃借料　　使用料　　［飼い犬登録システムに係るリース料　1,446千円］

期 間 継続的事業

事務事業名 飼犬登録及び狂犬病予防事業

第６次総合基本計画における位置づけ 施策25_環境 主な取組 ３．生活環境の保全

令和４年度決算　事務事業評価書

所属 環境下水道部環境対策課

会計 一般会計



今後の
事務事業の

方向性
(行革担当)

継続
良好な生活環境の確保に向け、引き続き適切な感染症予防及び衛生害虫等の駆除を行う。また、衛生害虫等の発
生源である空閑地の所有者に対し、適正管理の指導助言を行う等、防疫体制の充実を図ることにより、今後とも市
民の衛生的な生活環境の維持に努める。

事業費
（単位：千円）

令和４年度
予算 決算

3,375                2,889              
　

負担金、補助金及び交付金 補助金 628

　 　

消耗品費 19

役務費 通品運搬費 20

委託料 委託料 2,221

事業費の内訳
令和４年度　決算

需用費

概
　
要

目
　
　
的

エビデンスに基づく必要性
（背景や現状、課題からの必要性）

　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律において、本市において感染症の発生を予防し、そ
のまん延の防止を図るため、感染症を媒介する害虫（ハエ、蚊等）、人の健康を損なう恐れのある鼠族及び人に不快
感を与える不快害虫を駆除するとともに、またそれらの発生源である空閑地の所有者に対し適正管理の指導助言を
行う。また、大雨による浸水被害など災害時における防疫体制の充実を図り、もって市民の衛生的な生活環境の維
持に努める。
　また飼い猫や所有者不明猫に対する無責任な餌やりなどによる生活環境被害や住民トラブルが問題となってい
る。

目　  標
（事務事業の目指す方向性）

衛生害虫等の適切な駆除及び防疫体制の充実を図るとともに、飼い猫や飼い主不明な猫がみだりに繁殖することを
抑制し、さらなる良好な生活環境の確保を目指す。

実　施　内　容

・公共施設における衛生害虫等の駆除
・鼠族、衛生害虫等の駆除相談および駆除・捕獲器具の貸し出し
・有害害虫の駆除及び苦情対応
・空閑地に対する苦情・相談の対応
・有害鳥獣の捕獲及び駆除相談
・浸水時における消毒
・需用費　　消耗品費　　   ［害虫駆除や防疫対策に係る消耗品費　19千円］
・需用費　　燃料費　　 　   ［草刈り機に係る燃料費　  0千円］
・需用費　　修繕料　　    　［草刈り機、噴霧器に係る修繕料　  0千円］
・需用費　　医薬材料費　　［害虫駆除に係る医薬材料費　　0千円］
・役務費　　通信運搬費　　［空閑地や猫不妊・去勢手術費補助金等に係る通信運搬費　20千円］
・委託料　　委託料　      　［衛生害虫等の駆除に係る委託料　2,221千円］
・負担金・補助及び交付金　　補助金　　［猫不妊・去勢手術費補助金　628千円］

期 間 継続的事業

事務事業名 防疫対策事業

第６次総合基本計画における位置づけ 施策25_環境 主な取組 ３．生活環境の保全

令和４年度決算　事務事業評価書

所属 環境下水道部環境対策課

会計 一般会計



所属名 環境下水道部廃棄物対策課

番号 決算事業費（千円）
今後の事務事業の方向

性

1 687,886 継続

2 1,063,844 継続

3 117,928 継続

4

5

6

7

8

9

10
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14

15

16
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19

20

事務事業評価（令和４年度決算）　事業一覧

事業名

ごみ収集事業

ごみ処理事業

ごみ減量化促進事業



事務事業名 ごみ収集事業

第６次総合基本計画における位置づけ 施策25_環境 主な取組
１．ごみの減量化・資源化・適正処

理の推進

令和４年度決算　事務事業評価書

所属 環境下水道部廃棄物対策課

会計 一般会計

事業費の内訳
令和４年度　決算

需用費

概
　
要

目
　
　
的

エビデンスに基づく必要性
（背景や現状、課題からの必要性）

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」第６条の２第１項において、市町村は、一般廃棄物処理計画に従って、その
区域内における一般廃棄物を生活環境の保全上支障が生じないうちに収集し、これを運搬し、及び処分しなければ
ならないと規定されている。
 また、環境省通知において、市町村は、一般廃棄物の処理について、統括的な責任を有するものと解されており、当
該市町村が自ら処理を行う場合はもとより、他者に委託して行わせる場合でも、その行為の責任は引き続き市町村
が有するものであるとされている。

目　  標
（事務事業の目指す方向性）

守口市内から排出された一般廃棄物を生活環境の保全上支障が生じないうちに収集、運搬を行う。

実　施　内　容

・需用費　印刷製本費
　令和5年度用　ごみの分別と出し方、収集日程表　444千円
　ごみの排出手引き　264千円
　守口市粗大ごみ処理券　1,112千円
　ごみ取り残し・不法投棄ステッカー　395千円　　　他
・役務費　手数料
　粗大ごみ処理券販売手数料　6,594千円
  ごみの分別と出し方、収集日程表 戸別配布手数料 1,060千円      他
・委託料　委託料
　大規模集合住宅に係る可燃ごみ及びプラスチック製容器包装収集業務委託　38,016千円
　可燃ごみ及びプラスチック製容器包装収集業務委託（７案件）　343,530千円
　粗大ごみ等収集業務委託（5案件）　244,667千円
　多量排出ごみ収集業務委託（5案件）　10,227千円
  粗大ごみ等受付業務委託　26,031千円
　小型家電等収集業務委託　15,468千円　　　他

期 間 継続的事業

印刷製本費 2,279

役務費 手数料 7,669

委託料 委託料 677,938

今後の
事務事業の

方向性
(行革担当)

継続
　ICTの活用等や新たな業務委託による事務効率向上について、引き続き取り組む。
　また、不法投棄については、他市事例も参考に、減少につながる効果的な防止策を検討する。

事業費
（単位：千円）

令和４年度
予算 決算

692,999             687,886          



事務事業名 ごみ処理事業

第６次総合基本計画における位置づけ 施策25_環境 主な取組
１．ごみの減量化・資源化・適正処

理の推進

令和４年度決算　事務事業評価書

所属 環境下水道部廃棄物対策課

会計 一般会計

事業費の内訳
令和４年度　決算

委託料

概
　
要

目
　
　
的

エビデンスに基づく必要性
（背景や現状、課題からの必要性）

　「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」第６条の２第１項において、市町村は、一般廃棄物処理計画に従って、そ
の区域内における一般廃棄物を生活環境の保全上支障が生じないうちに収集し、これを運搬し、及び処分しなけれ
ばならないと規定されている。

目　  標
（事務事業の目指す方向性）

　快適な市民生活を維持できるように、一般廃棄物を生活環境の保全上支障が生じないうちに、安定的、効率的に
処理を行う。

実　施　内　容

・役務費　損害保険料
　自動車総合損害共済基金分担金　62千円
・委託料　委託料
　ストックヤード管理業務委託　57,420千円
　可燃性一般廃棄物積替搬送業務委託　120,645千円
　小動物死体処理業務委託　2,953千円
　粗大ごみ処理業務委託　8,194千円
　クリーンセンター旧管理棟及び旧粗大ごみ処理施設解体工事監理業務委託　2,060千円
  ごみ質分析業務委託　1,428千円                   他
・使用料及び賃借料　　借上料
　ショベルローダー賃貸借契約　196千円
　一般廃棄物運搬用無蓋車賃貸借契約　461千円
・工事請負費　工事請負費
　クリーンセンター旧管理棟及び旧粗大ごみ処理施設解体工事　177,171千円
・工事請負費　補修工事請負費
　ストックヤード水中ポンプ補修工事　850千円
・負担金補助及び交付金　負担金
　大阪広域環境施設組合分担金　616,969千円　　　他

期 間 継続的事業

使用料及び賃借料 借上料 656

負担金、補助及び交付金 負担金 690,963

委託料 193,880

工事請負費 工事請負費 177,171

工事請負費 補修工事請負費 849

役務費 損害保険料 61

需用費 修繕料 264

今後の
事務事業の

方向性
(行革担当)

継続 　今後とも適正に事務を執行する。

事業費
（単位：千円）

令和４年度
予算 決算

1,280,484          1,063,844        



事務事業名 ごみ減量化促進事業

第６次総合基本計画における位置づけ 施策25_環境 主な取組
１．ごみの減量化・資源化・適正処

理の推進

令和４年度決算　事務事業評価書

所属 環境下水道部廃棄物対策課

会計 一般会計

事業費の内訳
令和４年度　決算

報奨金

概
　
要

目
　
　
的

エビデンスに基づく必要性
（背景や現状、課題からの必要性）

「廃棄の処理及び清掃に関する法律」第４条において、市町村の責務として、区域内における一般廃棄物の減量に
関し住民の自主的な活動の促進を図ることや、廃棄物の排出抑制や適正処理を確保するための意識啓発を図るこ
となどが規定されている。また、「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律」第６条において、
市町村は、その区域内における容器包装廃棄物の分別収集に必要な措置を講ずるよう努めなければならないと規
定されている。なお、平成29年３月に策定した（改訂版）守口市一般廃棄物処理基本計画において、ごみ総排出量・
リサイクル率・焼却処理量の数値目標を定めている。

目　  標
（事務事業の目指す方向性）

平成29年３月に策定し、令和４年３月に見直した「（改訂版）守口市一般廃棄物処理基本計画」に基づき、「みんなの
責任と協働で目指す循環型社会」を基本理念として、排出抑制の推進・資源化の推進・適正な処理・処分の推進を
図る。

実　施　内　容

・報奨金　報奨金
　再生資源集団回収奨励金　9,247千円　　　他
･需用費 消耗品費
　段ボールケース(蛍光灯梱包容器)　53千円
　不法投棄警告看板　252千円　　　他
・需用費　印刷製本費
　再生集団回収専用仕切り伝票　19千円
・役務費　手数料
　特定家庭用機器廃棄物再商品化処理手数料　78千円
・委託料　委託料
　ごみ減量啓発業務委託　440千円
　びん・ガラス類の再資源化選別業務委託　17,506千円
　プラスチック製容器包装の再資源化選別業務委託　45,376千円
　ペットボトルの再資源化選別業務委託　11,502千円
　空き缶の再資源化業務委託　2,465千円
　使用済み乾電池処理業務委託(運搬・処理処分・管理費等経費)　3,520千円
　小型家電処理業務委託　1,436千円
　分別基準適合物再商品化業務委託　1,427千円
　古紙・古布再資源化選別業務委託　24,393千円

期 間 継続的事業

役務費 手数料 78

委託料 委託料 108,061

報奨金 9,271

需用費 消耗品費 495

需用費 印刷製本費 18

負担金、補助及び交付金 負担金 5

今後の
事務事業の

方向性
(行革担当)

継続
　ごみの減量及び資源物の再資源化については、引き続き様々な主体と連携の上、ごみ排出量の減量に向けた啓
発及び資源物の集団回収増加に向けた啓発を行う。

事業費
（単位：千円）

令和４年度
予算 決算

154,584             117,928          



所属名 環境下水道部下水道課

番号 決算事業費（千円）
今後の事務事業の方向

性

1 31,842 継続

2 165,744 継続

3 376,383 課題付継続

4 339,665 課題付継続

5 159,677 継続

6 448,002 継続

7 1,060,566 継続

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

事務事業評価（令和４年度決算）　事業一覧

事業名

雨水関連施設維持管理事業

管渠維持管理事業

ポンプ場維持管理事業

処理場維持管理事業

下水道使用料収納関係等一般事務事業

流域下水道維持管理事業

企業債償還事業



今後の
事務事業の

方向性
(行革担当)

継続 今後とも適正な維持管理に努めるとともに、より効率・効果的な維持管理に向けた委託内容の検討を進める。

事業費
（単位：千円）

令和４年度
予算 決算

35,809              31,842            
原材料費 諸材料費 52

委託料 委託料 24,783

工事請負費 工事請負費 3,322

光熱水費 3,206

修繕費 285

役務費 通信運搬費 193

事業費の内訳
令和４年度　決算

需用費

概
　
要

目
　
　
的

エビデンスに基づく必要性
（背景や現状、課題からの必要性）

本市域内の内水排除等にあたり、公共下水道事業会計で行うものを除き、当該事業において、主に以下のものを行
う。
【浸水対策ポンプ場の維持管理等】
　下水道管渠が対応する降雨量以上の一時的な雨水により発生する浸水被害等を軽減するため、浸水対策用ポン
プ（※）の老朽化による運転不能等を未然に防ぐとともに、大雨時に的確な運転を図り、家屋への浸水を防ぐため、
土のうの配布などを行う。
　※浸水対策用ポンプ：マンホール内に設置されており、雨水が管渠から溢れ浸水することを防ぐために、一定の水
位に達すると水路等へ排水するマンホールポンプをいう。
【用排水路の維持管理】
　複数市にまたがって流れている幹線水路は、協定に基づいて寝屋川市が維持管理を行い、本市は負担金を支払っ
ているが、幹線水路から枝分かれし各市を流れている水路については各市で維持管理を行うこととなっている。他市
と隣接する水路の管理は協定を交わし維持管理の基準を取り決めている。
　この水路は農業用水の供給施設としての役割と、遊水池としての機能も合わせ持つ施設であるため、適正な維持
管理を行い保水、遊水機能の確保、良好な生活環境を図る。

目　  標
（事務事業の目指す方向性）

【浸水対策ポンプ場の維持管理等】
 浸水被害を軽減するため、適切な浸水対策ポンプの維持管理等の実現を目指す。
【用排水路の維持管理】
 適切な水路の維持管理の実現を目指す。

実　施　内　容

・委託料
水路草刈等委託業務
ポンプ施設点検業務委託
ポンプ施設設計業務委託
・工事請負費
水路防草シート設置工事
水路スクリーン設置工事等

期 間 継続的事業

事務事業名 雨水関連施設維持管理事業

第６次総合基本計画における位置づけ 施策22_上下水道 主な取組 １．災害に強い上下水道の整備

令和４年度決算　事務事業評価書

所属 環境下水道部下水道課

会計 一般会計



今後の
事務事業の

方向性
(行革担当)

継続 　　管渠の維持管理業務について、包括的な管理業務委託の実施に向け検討を進める。

負担金 775

事業費
（単位：千円）

令和４年度
予算 決算

276,857             165,744          

工事請負費 62,844

材料費 2,365

使用料 1,224

委託料 97,184

光熱水費 137

修繕費 95

燃料費 390

印刷製本費 16

61,177

備消耗品費 651

被服費 62

事業費の内訳
令和４年度　決算

人件費

概
　
要

目
　
　
的

エビデンスに基づく必要性
（背景や現状、課題からの必要性）

本市は、市民の良好な生活環境の維持、浸水の防除のため昭和26年から下水道管渠の布設に取り組んでおり平成
10年には普及率が約100％にまで達しているが、現在では年数を経て老朽化した管渠が増加している。
　本事業では、下水道管渠の清掃、補修工事や、下水道法に基づいた特定施設からの排水の指導などの維持管理
を行うことで社会基盤施設の性能を確保し、基本目標の達成を図る。

目　  標
（事務事業の目指す方向性）

良好な生活及び水害防除機能の確保を目指す。

実　施　内　容

・委託料
下水道管渠浚渫業務委託
下水道台帳調製業務委託
排水設備計画確認検査等業務委託　等
管渠内調査業務委託　等
・工事請負費
下水道管渠維持補修工事等

期 間 継続的事業

事務事業名 管渠維持管理事業

第６次総合基本計画における位置づけ 施策22_上下水道 主な取組 １．災害に強い上下水道の整備

令和４年度決算　事務事業評価書

所属 環境下水道部下水道課

会計 下水道事業会計



今後の
事務事業の

方向性
(行革担当)

課題付継続
老朽化が進む八雲ポンプ場については、敷地が狭小であることから、費用対効果等を含め、より効率・効果的な整
備方針となるよう、早急に検討を進める。

事業費
（単位：千円）

令和４年度
予算 決算

422,116             376,383          

動力費 73,884

委託料 224,222

工事請負費 70,498

修繕費 186

通信運搬費 1,448

燃料費 12

光熱水費 6,097

14,047

備消耗品費 20

薬品費 16

事業費の内訳
令和４年度　決算

人件費

概
　
要

目
　
　
的

エビデンスに基づく必要性
（背景や現状、課題からの必要性）

本市は傾斜千分の一程度の平坦な地形のため雨水の自然排水が困難であり、汚水についても処理場へ送水するた
めにはポンプによる揚水が必要であるため、大枝ポンプ場（昭和43年供用開始）、八雲ポンプ場（昭和44年供用開
始）、梶ポンプ場（昭和51年供用開始）の3ポンプ場を設置して、雨水及び汚水を排水している。
また、早期に下水道事業に着手したため、各施設は老朽化が進み、計画的な補修が必要となっている。
この事業では、汚水を適切に下水終末処理場まで流下させることで市民の衛生的な生活環境を整え、また、雨水の
速やかな排除により安全・安心な暮しを支えるため、ポンプ場の適正な維持管理及び運転を行い基本目標の達成を
図る。

目　  標
（事務事業の目指す方向性）

良好な生活及び水害防除機能を確保するため、3箇所のポンプ場について適切な維持管理の実現を目指す。

実　施　内　容

・委託料
し渣収集運搬等業務委託
下水汚泥収集運搬業務委託
守口処理場ほか運転操作等業務委託（梶ポンプ場・流域調節池分）
大枝ポンプ場ほか運転操作等業務委託　等

・工事請負費
梶ポンプ場雨水沈砂掻揚機No.２補修工事
大枝第２ポンプ場雨水除塵機２号レーキほか補修工事
大日南調節池動力用UPS補修工事　等

期 間 継続的事業

事務事業名 ポンプ場維持管理事業

第６次総合基本計画における位置づけ 施策22_上下水道 主な取組 １．災害に強い上下水道の整備

令和４年度決算　事務事業評価書

所属 環境下水道部下水道課

会計 下水道事業会計



今後の
事務事業の

方向性
(行革担当)

課題付継続
将来的な公共下水道関連設備の整備や運営のあり方について、他自治体との広域化や維持管理の包括的な委託
等に向け、調査・検討を進める。

事業費
（単位：千円）

令和４年度
予算 決算

404,911             339,665          

工事請負費 27,757

動力費 55,943

使用料 14

委託料 243,830

修繕費 47

通信運搬費 1,069

燃料費 106

光熱水費 3,123

17,550

備消耗品費 1,528

薬品費 6,248

事業費の内訳
令和４年度　決算

人件費

概
　
要

目
　
　
的

エビデンスに基づく必要性
（背景や現状、課題からの必要性）

本市の下水道事業は西三荘雨水幹線を境に、単独公共下水道である守口処理区（昭和27年度事業認可）と寝屋川
流域関連公共下水道である鴻池処理区（昭和43年度事業認可）に分かれており、守口市下水終末処理場では守口
処理区の汚水を処理している。
　汚水処理に伴って発生する下水汚泥については効率化を図るため大阪府の流域下水道へ処理委託を実施してい
る。
　本市では早期に下水道事業に着手しており、昭和47年に供用開始した下水終末処理場は老朽化が進んでおり、計
画的な補修が必要となっている。
　また、終末処理場は水質汚濁防止法上の特定施設にあたり、同法の一律排水基準や大阪府の上乗せ基準等によ
る規制を受けており、公共用水域の水質保全のため基準の遵守が求められている。
　この事業では、市民の衛生的な生活環境を維持し、公共用水域の水質保全に寄与するため、下水終末処理場の
適正な維持管理及び運転を行い基本目標の達成を図る。

目　  標
（事務事業の目指す方向性）

良好な放流水質を維持するため、処理場の適切な維持管理の実現を目指す。

実　施　内　容

・委託料
守口処理場ほか運転操作業務委託（守口処理場分）
下水汚泥処理委託
水質分析業務委託　　等
・工事請負費
守口処理場Ｂ系最終沈殿池汚泥掻寄機№4補修工事
守口処理場Ａ系返送汚泥ポンプ№３補修工事
守口処理場Ａ系前曝気槽散気管補修工事　等

期 間 継続的事業

事務事業名 処理場維持管理事業

第６次総合基本計画における位置づけ 施策22_上下水道 主な取組
２．水道水及び放流水の適切な水

質管理

令和４年度決算　事務事業評価書

所属 環境下水道部下水道課

会計 下水道事業会計



今後の
事務事業の

方向性
(行革担当)

継続
　今後とも適正に事務を執行するとともに、守口市下水道事業経営戦略に基づき、安定的な下水道運営を図る。ま
た、持続可能な下水道事業の運営に向け、今後も計画的な施設整備、事業運営に努める。

その他 7,350

事業費
（単位：千円）

令和４年度
予算 決算

261,747             159,677          

研修費 20

公租公課費 117

委託料 1,336

負担金 148,172

通信運搬費 391

手数料 1,143

印刷製本費 79

修繕費 576

49,080

旅費 81

備消耗品費 52

事業費の内訳
令和４年度　決算

人件費

概
　
要

目
　
　
的

エビデンスに基づく必要性
（背景や現状、課題からの必要性）

下水道事業の財源となる下水道使用料の収納事務、下水道事業の経営に関する事務を行い安定的な運営を図る。

目　  標
（事務事業の目指す方向性）

安定的な下水道事業の経営の実現を目指す。

実　施　内　容

・委託料
消費税確定申告業務委託
公営企業会計システム訪問保守等
・負担金
西三荘抽水所維持管理費分担金等
下水道使用料徴収等に係る費用負担
・その他
貸倒引当金繰入額

期 間 継続的事業

事務事業名 下水道使用料収納関係等一般事務事業

第６次総合基本計画における位置づけ 施策22_上下水道 主な取組
３．持続可能で透明性のある事業

運営

令和４年度決算　事務事業評価書

所属 環境下水道部下水道課

会計 下水道事業会計



今後の
事務事業の

方向性
(行革担当)

継続 今後とも適正な維持管理に努める。

事業費
（単位：千円）

令和４年度
予算 決算

451,913             448,002          

291,578

流域下水道汚泥処理負担金 156,424

事業費の内訳
令和４年度　決算

流域下水道維持管理負担金

概
　
要

目
　
　
的

エビデンスに基づく必要性
（背景や現状、課題からの必要性）

流域下水道は、広域的に河川等公共用水域の水質保全及び浸水防除を目的として、本市を含む９市の汚水を処理
し、市民の衛生的な生活環境の維持を図る。
　守口市では排水の処理区域が、鴻池処理区と守口処理区の2つに分かれており、鴻池処理区の排水は流域下水
道の処理場へ送られ処理されている。
　なお、守口処理区の排水については守口処理場へ送られ処理された後、排水の処理した際に発生する下水汚泥を
守口処理場から流域下水道の処理場に送り処理されている。

目　  標
（事務事業の目指す方向性）

大阪府及び構成市（大阪市、門真市、寝屋川市、大東市、枚方市、東大阪市、四條畷市、交野市及び守口市）で適
切な流域下水道の維持管理の実現を目指す。

実　施　内　容

・負担金、補助及び交付金
　流域下水道維持管理負担金　291,578千円
　流域下水道汚泥処理負担金　156,424千円

期 間 継続的事業

事務事業名 流域下水道維持管理事業

第６次総合基本計画における位置づけ 施策22_上下水道 主な取組 その他

令和４年度決算　事務事業評価書

所属 環境下水道部下水道課

会計 下水道事業会計



今後の
事務事業の

方向性
(行革担当)

継続 今後とも持続可能な経営に取り組む。

事業費
（単位：千円）

令和４年度
予算 決算

1,061,000          1,060,566        

1,060,566

事業費の内訳
令和４年度　決算

企業債償還元金

概
　
要

目
　
　
的

エビデンスに基づく必要性
（背景や現状、課題からの必要性）

下水道施設の建設に伴い、金融機関等から借入れている起債について償還事務を行う。

目　  標
（事務事業の目指す方向性）

長期の返済を見据え、計画的に借入を行うことを目指す。

実　施　内　容

企業債償還元金：1,060,565,588円
未償還残高：14,795,638,603円

期 間 継続的事業

事務事業名 企業債償還事業

第６次総合基本計画における位置づけ 施策22_上下水道 主な取組
３．持続可能で透明性のある事業

運営

令和４年度決算　事務事業評価書

所属 環境下水道部下水道課

会計 下水道事業会計


